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4-8-1 地域コンサルタントの役割と特徴 

（1）広域コンサルタントと地域コンサルタント 

協会では、広域コンサルタントを、「営業活動の範囲を全国的に展開している企業」、地域コ

ンサルタントを、おおむね「企業本社のある都道府県内での営業活動が中心で、かつ単一ブロッ

ク（国土交通省地方整備局）内で営業活動を行っている企業」と定義している。 

地域コンサルタントは会員企業数では全体の約 7 割を占めており、総職員数では全体の約 3 割

である（表 4-8-1）。 

表 4-8-1 会員企業の会員数及び職員数 

出典：協会「地域コンサルタントの再整理に伴う支部会員の実態調査結果」（地域コンサルタン
ト委員会 2025 年 3 月時点の会員名簿より集計） 

 

（2）地域コンサルタントの役割 

地域コンサルタントは、地域における知的産業の一つとして、雇用創出の面で地域の人材の受

皿となるほか、社会資本整備を支える担い手の確保・育成や優秀な若手技術者の就業の場として

の役割を担っている。また、地元出身の技術者が多く常駐していることから、その地域の特性や

住民との共通課題を認識しており、発注者に対して地域密着型の技術サービスを提供している。 

更に、全国各地で頻発する災害において、迅速な支援体制を組み、当該地域における災害発生

直後の被災状況調査から復旧・復興に貢献しており、地域の社会資本の守り手として重要な役割

を果たすことで、その存在意義が高く評価されている。 

地域コンサルタントで活躍している技術者は、地域の安全・安心を守りそして地域に密着した

計画・設計を行い、社会資本を常に守っていくことが大きな使命であり、誇りを感じるところで

ある。 

地域コンサルタントの特徴は、地方公共団体を中心に営業活動を行っている企業が多く、地域

特性を活かした設計を中心に、測量、地質調査、補償などが複合した総合的業務も行っている。 

 

（3）地域コンサルタントの魅力 

【生活面の魅力について】 

① 地元に根を張る人生設計： 転勤がほとんどないため、地元に腰を据えて働くことがで

き、マイホームの購入や子育てなど、長期的なライフプランを立てやすい。 

② 趣味も家族も両立できる働き方： 土日祝日に休みやすく、仕事と趣味を両立させやす

い。ワークライフバランスへの取組みが進んでいる企業が多い。 

 地域コンサルタント 広域コンサルタント 全 体 

会員数（社） 353 (69.4%) 156 (30.6%) 509 (100%) 

平均売上高（千円） 967,583 9,321,810 3,528,014 

総職員数（人） 23,621 (26.4%) 65,793 (73.6%) 89,414 (100%) 

平均総職員数（人） 67 422 176 

４－８ 地域コンサルタントの活動領域の拡大 
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③ 収入も生活費もゆとりある暮らし： 他産業と比較して賃金水準が高めである一方、都

市部に比べて物価や家賃が安いため、経済的に安定し、ゆとりのある生活を送りやすい。 

④ ストレスゼロの通勤環境： 通勤時間が短く、満員電車のストレスがない。自動車通勤

が可能な場合も多く、時間と体力の消耗が少ない。 

⑤ 支え合える人間関係と安心感： 両親・親族や友人が近くにいるため、育児や介護など

で協力が得やすい。職場も地元の出身者が多く、アットホームな雰囲気で安心感がある。 

⑥ 自然と食に恵まれた暮らし： 自然を身近に感じられ、季節の移ろいを楽しめる。野菜

や魚など新鮮な食材が手に入りやすく、ゆったりとした時間を過ごせる。 
 

【仕事面の魅力について】 

① 街をつくり、未来に残す仕事： 自分が住む地域のインフラ整備や防災計画、維持管理

に直接携わることができ、「地図に残る仕事」として成果を身近に感じられる。社会貢

献度が高く、強いやりがいにつながる。 

② 若手から広げる総合力キャリア： 業務が細分化されておらず、計画・調査・設計など

複数の分野や工程を包括的に担当する機会が多い。これにより、若いうちから幅広い知

識と経験を積むことができ、総合的なスキルを持つ技術者へと成長できる。 
③ 地域に根差す唯一無二の専門性： 長年地域に密着しているため、地形や文化、気候と

いった地域特性への理解が深い。この「土地勘」を活かし、地域の実情に合った質の高

い提案や成果を提供できる。 

④ 自治体と築く信頼のパートナーシップ： 地元の自治体など同じ発注者と長期的に仕

事をする機会が多く、物理的な距離も近いため、密なコミュニケーションを通じて強固

な信頼関係を築きやすい。 

⑤ 若手にも託される裁量と成⻑機会： 経営層との距離が近く、若いうちからプロジェク

トの全体像に関わり、裁量を持って仕事に取り組む機会が多い。個人の成長が実感しや

すい環境がある。 

⑥ 顔が見えるからこその強いチーム： 社員全員の顔がわかる規模の企業が多く、アット

ホームな雰囲気で相談しやすい。また、発注者や協力会社にも地元の知人や同窓生がい

ることもあり、仕事が円滑に進めやすい。 

 

4-8-2 地域コンサルタントの経営状況 

会員企業の 1 社あたりの売上高と職員数の推移を見ると、広域コンサルタントは約 20 年間で

10％以上増加しているのに対して、地域コンサルタントは売上高こそ回復したものの職員数は

10％程度減少したまま停滞しており、人材の確保が急務である。地域コンサルタントにとっては、

働き方改革や担い手の確保・育成が大きな課題となっているため、広域・地域双方のコンサルタ

ントが役割を分担し、ともに発展していくことが求められている（図 4-8-1）。 
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出典：協会「会員財務事項実態調査結果」（財務委員会 会員財務事項実態調査） 

（各年、1 月 1 日を起点に 12 月 31 日時点までのデータで集計） 

図 4-8-1 広域コンサルタントと地域コンサルタントの売上高・職員数の推移 

 

4-8-3 地域コンサルタントを取り巻く現状と課題 

（1）国土交通省発注業務における地域コンサルタントの現状 

国土交通省の総合評価落札方式における地域コンサルタントの落札比率は、近年横ばい状態が

続いており、各地域によって格差も大きい。地域コンサルタントの受注には「本店縛り（当該地

域に本店がある）」等の地域要件の導入が必要である（表 4-8-2）。 

 

表 4-8-2 地域要件の設定、地域コンサルタントの落札状況 

注）各年度ともに 6 月、7 月の国土交通省各地方整備局の全発注案件を対象（港湾・空港関係を除く） 

  地域要件：一定の地域内における「本店」又は「本店、支店又は営業所」の有無 

出典：JACIC「入札情報サービス（統合 PPI）」をもとに作成（協会 地域コンサルタント委員

会 地域要件等が付された総合評価落札方式の運用モニタリング調査 2026 年 1 月） 
 

 

 

区 分 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

a.総発注件数 1,289 件 1,051 件 1,068 件 1,039 件 1,026 件 

b.総合評価落札方式の発注件数 668 件 589 件 560 件 547 件 544 件 

c.地域要件付発注件数と 
        比率（c/b） 

534 件 
（79.9%） 

496 件 
（84.2%） 

448 件 
（80.0%） 

425 件 
（77.7%） 

440 件 
（80.9%） 

d.地域コンサルタントの 
   落札件数と比率（d/c） 

161 件 
（30.1%） 

158 件 
（31.9%） 

127 件 
（28.3%） 

121 件 
（28.5%） 

123 件 
（28.0%） 
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4-8-4 地域コンサルタントの活動領域 

（1）地域コンサルタントが実施することで一層の品質向上が期待できる業務 

品質確保や技術サービス面において、地域コンサルタントが実施することが期待される業務内

容は、国土交通省における優良表彰業務の事例（図 4-8-2～図 4-8-4）から、主に「詳細設計」「管

内業務」「点検業務」が挙げられる。特に地域特性を踏まえた検討が必要となる業務や現地作業

が必要となる業務（調査・設計・点検業務など）、地元及び関係行政機関等との協議・調整が頻繁

に必要となる業務は、地域コンサルタントが実施することにより一層の品質向上を図ることがで

きる（「管内業務」とは、事務所等の管内における、工事に向けて緊急性の高い各種設計、資料作

成を行う業務）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：協会「国土交通省 優良業務表彰の実態調査」（地域コンサルタント委員会 2024 年 3 月） 
図 4-8-2 国土交通省 優良業務表彰 全国の表彰率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地域コンサルタント          (b)広域コンサルタント 

出典：協会「国土交通省 優良業務表彰の実態調査」（地域コンサルタント委員会 2024 年 3 月） 
図 4-8-3 国土交通省 優良業務表彰 業務分野別表彰率 
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(a)地域コンサルタント          (b)広域コンサルタント 

出典：協会「国土交通省 優良業務表彰の実態調査」（地域コンサルタント委員会 2024 年 3 月） 
図 4-8-4 国土交通省 優良業務表彰 詳細設計の内訳 

 

 

 

（2）本店縛り等の地域要件の運用による地域コンサルタントの参加拡大 

地域コンサルタントは、災害発生時における迅速な被災状況把握、応急対応、復旧支援等を通

じて、地域の防災・減災に重要な役割を果たしている。特に、平時から地域の地形・地盤条件、道

路ネットワーク、過去の災害履歴等を把握していることに加え、自治体や関係機関との連携体制

を有していることから、発災直後においても迅速かつ実効性の高い対応が可能である。 

また、地域に技術者が継続的に存在していることが、地域インフラのレジリエンス向上につな

がっており、地域コンサルタントは地域社会の安全・安心を支える技術基盤としての役割を担っ

ている。このため、地域コンサルタントが継続的かつ安定的に災害対応機能を発揮していくため

には、国土交通省業務への適切な参画機会を確保し、経営基盤の安定につなげていくことが重要

である。 

今後、地域コンサルタントの技術的な特徴を活かして、担うべき事業分野を拡充していくため

には、①広域コンサルタントとの役割分担や多様な連携、②直轄業務の実績のない者を参加要件

とした「業務チャレンジ型」等による参加機会の増大、③地元や関係機関との協議・調整業務で

の地域精通度の活用を図ることが重要である。特に迅速性（地域密着度）が求められる業務にお

いては、地元技術者の常駐、地域要件の設定など、入札契約制度も多様・柔軟に改善されている

ものの、地域コンサルタントの受注が伸び悩んでいる地域においては、「当該地域に本社がある」

等の要件設定が求められている。  

現在、国土交通省が地域コンサルタントの技術力向上・健全な育成を目的に参加拡大を図る観

点から、運用・試行している入札契約制度の地域配慮の事例を表 4-8-3 に示す。 

 

道路系
詳細設計

46%
河川系

詳細設計
24%

管内業務
15%

発注者支援 4%

各種資料作成 8% その他 2%

道路系
詳細設計

49%河川系
詳細設計

31%

管内業務 9%

発注者支援 7%

各種資料作成 3% その他 1%
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表 4-8-3 入札契約制度における国土交通省地方整備局別の主な地域配慮 

 
 

地方 
整備局 

 
 

試行 
番号 

   
発注 
件数 
(件） 

主な試行項目 （上段） 
地域コン 
受注件数 
（件） 

（下段） 
地域コン 
受注率 
（％） 

 
 
 

現状と課題 

① ② ③ ④ 

自治 

体実 

績の 

評価 

国 

成績 

・ 

表彰 

除外 

技術提案 

書の評価 
本店 

要件 

の 

設定 

発注 

件数 

(件） 
様式 評価 

北海道 - - - - - - - - 
- 

・未試行 
- 

東北 

1 92 ○  通常 ○ ○ 5 

8 ・地域コンの受注のうち５件が地域要件を「県内本 
店」に限定した案件であった。受注率向上に向け、
自治体実績に関する配点基準の見直しに加え、「県
内本店」要件を設定する対象案件の拡大が不可欠で
ある。 

8.7% 

2 7  ○ 簡易 ○ ○ 7 

7 ・地域要件が「県内本店」に設定されていることか
ら、地域コンの受注確保に寄与している。今後は本
試行を継続するとともに、発注件数の拡充が不可欠
である。 

100% 

関東 1 49 ○  通常 ○ ○ 0 
0 ・地域コンの受注率向上のためには、自治体実績に

関する配点基準の見直しや、「県内本店」要件を設
定することが不可欠である。 0.0% 

北陸 2 5  ○ 簡易 ○ ○ 5 
5 ・全体の発注件数が限定的であるため、受注の大幅

な拡大には至ってない。今後は本試行を継続すると
ともに、発注件数の拡充が不可欠である。 100% 

中部 2 -  ○ 簡易 ○ ○ - 

- ・技術者評定、優良技術者表彰の配点が高く、地域
コンの受注は厳しい状況である。令和 7年 11 月より
運用が開始された「本店要件」の設定がされてい
る、地域限定型の拡大運用が望まれる。 

- 

近畿 2 9  ○ 簡易 ○ ○ 0 
1 ・地域コンの参画及び受注率向上のためには、「業

務拠点要件の加点方法」の見直しに加え、「県内本
店」要件を設定することが不可欠である。 11.1% 

中国 2 5  ○ 簡易 × ○ 4 

2 ・発注件数５件のうち４件に地域要件「県内本店」
を設定したことで、地域コンの受注確保に寄与して
いる。今後は本試行を継続するとともに、発注件数
の拡充が不可欠である。 

40.0% 

四国 2 3  ○ 簡易 ○ ○ 2 

1 
・発注件数３件のうち２件に地域要件「整備局管内 
本店」を設定したことで、地域コンの受注確保に寄
与している。今後は本試行を継続するとともに、
発注件数の拡充が 

不可欠である。 
33.3% 

九州 2 13  ○ 簡易 ○ ○ 13 

10 ・地域要件が「県内本店」、「整備局管内本店」に
設定されていることから、地域コンの受注確保に寄
与している。今後は本試行を継続するとともに、発
注件数の拡充が不可欠である。 

76.9% 

注）地域コン：「地域コンサルタント」の略称として記載 
「①自治体実績の評価」：地方自治体の実績に対し一定の成績評価点を付与する方式 

「②国成績・表彰除外」：国の成績評定点・表彰などの配点を無くすか減ずる方式 ≪チャレンジ型≫ 

「③技術提案書の評価」：様式の「通常」は総合評価落札方式（簡易型）と同じ実施方針を記載する方式、

「簡易」は通常に比べ簡略化した実施方針とする方式、評価の×は参加要件として

提案書を提出するが、評価項目としないもの 

「④本店要件の設定」 ：地域要件（県内本店又は整備局内本店）を設定した業務での発注も可能とする方式 

出典：協会「地域コンサルタントに配慮した試行業務を対象とする運用実態調査」 

（地域コンサルタント委員会 2026 年 3 月） 

 

  




